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 近年, レーダによる降雨観測手法が確立されたことにより降雨現象の実態を明らかにすることが可能に

なった. 加えて, 全国における地上雨量観測所数は年々増加しており, 空間的に密な雨量データを取得する

ことが可能となった. 一方で, ゲリラ豪雨・線状降水帯といった局所的かつ短時間で多量の降雨がもたらさ

れることによる大規模洪水の発生により浸水被害が生じた事例が数多く発生している. 従来の河川整備計

画における地上雨量観測所の配置数は現在における配置数に比べ少なく, 局所的豪雨が発生した場合の流

域平均雨量の推定値は必ずしも真値を指していない可能性がある. 本研究では, 平成27年関東・東北豪雨を

対象に地上雨量観測所数と流域平均雨量の関係について分析する.  
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1.  はじめに 
 

 我が国ではレーダによる降雨観測手法が確立さ

れたことにより降雨現象の実態を明らかにすること

が可能になった. また, 地上雨量観測所は産官学あ

らゆる方面から配備され, 全国における地上雨量観

測所数は増加しており, 空間的に密な雨量データを

取得することが可能になった. 一方で, ゲリラ豪

雨・線状降水帯といった局所的かつ短時間で多量の

降雨がもたらされることによる大規模洪水の発生に

より, 浸水被害が発生する事例が多く見られる.平

成16年7月新潟・福島豪雨や平成26年8月豪雨での広

島の土砂災害, 平成27年9月関東・東北豪雨での鬼

怒川の洪水がその顕著な事例であると言える.  

このような豪雨災害への防災・減災対策を講じる

ためには, 総合的な治水対策が必要であり, 河川計

画において基本高水の決定には計画降雨量が大きな

役割を果たしている. このときの設計雨量の決定に

は確率雨量が用いられている. そのため, 河川管理

を行う上で降雨量を正確に評価することは重要な位

置づけとなる.  

 

 降雨流出計算や確率雨量の算出を行う際には，流

域全体に降る雨(面積雨量)が必要となる. 従来より， 

地上雨量観測所の点雨量から面積雨量を算出する方

法として算術平均法や等雨量線法, ティーセン法な

どがある. 中でもティーセン法が従来より多く用い

られている. しかし, 地上雨量観測所からティーセ

ン法によって面積雨量を算出する場合, 雨量観測所

の配置の仕方や観測密度などによって算出される雨

量にはばらつきがあり, 分布することが明らかとな

っている1)2). そのため, 推定される確率雨量も面

積雨量の分布に応じて変化する. しかし, 確率雨量

推定値の分布を評価する研究は十分でない.  

また, 2009年から株式会社NTTドコモが雨量計を

全国域に配置し, 現在では2,300箇所(国土交通省は

約2,800箇所, 気象庁は約1,300箇所)あるなど, 地上

雨量計の配置密度が大きくなっている．そこで本研

究では, 平成27年関東・東北豪雨を例として, 地上

雨量観測所数と流域平均雨量の推定精度の関係性に

ついて評価し, また, 地上雨量計1台当たりの支配

面積と推定雨量精度との関係について分析を行う.  
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2.  解析対象流域 
 

 本研究では大規模洪水である平成27年9月関東・

東北豪雨を対象降雨とし, 線状降水帯による観測雨

量の多かった地域である鬼怒川流域を対象とした. 

この鬼怒川流域の流路延長は177 km, 流域面積は

1,760 km2に及び, 栃木県・茨城県の両県にまたが

る一級河川である. 特に, 平成27年9月関東・東北

豪雨では鬼怒川の上流域での雨量が3日雨量600 mm

を超える大きな雨量が観測されたことから, この流

域の石井基準点より上流域において解析を行う. 石

井上流域の流域面積は約1,440 km2でこの流域には

雨量観測所は図-1に示す4機関(国土交通省, 気象庁, 

栃木県, NTTドコモ)が所有する雨量計76地点を対象

として解析を行う. 雨量計の内訳はそれぞれ国土交

通省35地点, 気象庁7地点, 栃木県29地点, NTTドコ

モ5地点である. また地上雨量観測所による流域平

均雨量との比較として国土交通省が管理するCバン

ドレーダによる観測雨量を用いる.  
 

3.  地上雨量観測による流域平均雨量の算出 
 

 気象庁, 国土交通省, 栃木県, NTTドコモの4機関

の地上雨量計によって観測された雨量から流域平均

雨量を算出する.地上雨量観測所の数を間引き法に

より, 現在の観測所数からN個(N = 10,20,30･･･70)

の観測所を選定することで流域平均雨量を求める. 

それぞれの選定個数に対して100ケースずつ行い，

算出雨量の分散, 平均値と観測所数の関係を明らか

にする．雨量観測所の選定は流域内の観測所を対象

に無作為に抽出している. また, 面積雨量はティー

セン法によって求めた. この手法によって求められ

た雨量を用いることによって確率雨量の分布を求め

る． 

ティーセン法は図-1に示すように, 各雨量観測所

で垂直2等分線を行い, 各雨量観測所の支配領域を

幾何学的に求める(ボロノイ分割). そして, その支

配領域の面積で各観測雨量を重み付き平均すること

によって流域平均雨量を求める． 
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ここで, Rgaveは流域平均降雨量[mm/h], Aiは各地点

の支配面積[km2], Rgiは各地上雨量観測所の降雨量

[mm/h]である.  
 

4.  流域平均雨量の評価 
 

 ティーセン法により推定された流域平均2日雨量, 

流域平均24時間雨量と観測所数の関係をそれぞれ図

-2に示す. 両図においても地上雨量計の地点数の増

加に伴い, 推定流域平均雨量の分布の幅は狭くなっ

ていることがわかる. これは, ボロノイ分割による

各観測所の支配面積の決定方法によるものが大きい

ことに起因する. 図-3に示す通り, 観測所地点数が

少ないケースでは選ばれる観測所の雨量が大きい傾

向を示すエリア, または小さい傾向を示すエリアで

集中し, はずれ値を示す場合がある. また, 観測所

の支配面積に偏りがある場合にも算出される流域平

均雨量は支配面積の大きい雨量へと偏る. 一方で, 

観測所数が多い場合には, 配置は均等になり支配面

積の偏りによる影響は小さくなる. 上記結果より, 

観測所数がより多い場合がもっともらしい流域平均

雨量値を示すことから, 観測所数が少ない過去の降

雨事例では流域平均雨量を過大(または過小)に評価

していた可能性がある．また，Cバンドレーダとテ

ィーセン法による推定雨量とでは, 流域平均2日雨

量では, Cバンドレーダの雨量の方が最多観測所数

(76地点)の雨量と比較して9％の約40mm大きいこと

がわかった. また, 流域平均24時間雨量では, Cバ

ンドレーダの雨量の方が最多観測所数(76地点)の雨

量と比較して12％の約44mm大きいことがわかった.  
 

5.  雨量計1台当たりの支配面積と相対推定偏

差(誤差)との関係性を評価 
 

 図-4は雨量計1台あたりの支配面積と相対推定偏

差(誤差)の関係を示す. この図は橋本ら2)によりま

とめられた図に本研究で扱った流域での結果と千歳

川流域での結果をプロットしたものである.相対推

定偏差を求める式が小林3)により提案されており， 

次式で表される． 

  
A

AdAPp /
22  (2) 

636.0/819.0/  nPPP   (3) 

図-1. 鬼怒川上流域及びボロノイ分割概念図 
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ここで，σは降雨の面的な標準偏差[mm]，Aは流域

面積[km2]，Pは流域平均雨量，pは地点雨量，nは雨

量計台数である．図-4.から, 他の流域と同様に, 

地上雨量計1台あたりの支配面積が小さくなる程相

対推定偏差が小さくなっているという傾向にあるこ

とがわかる． 
 

6.  まとめ 
 

 本研究では, 平成27年関東・東北豪雨における降

雨を対象に地上雨量観測所数と流域平均雨量の関係

について分析を行った. 得られた知見を以下に示す.  

1) 間引き法により地上雨量観測所数を減らすこ

とで推定される流域平均雨量は観測所数の増

加に伴い分布の幅は狭くなる.  

2) 地上雨量計1台あたりの支配面積が小さくなる

程, 相対推定偏差が小さくなっているという

傾向にある.  
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(a) 観測所数と流域平均2日雨量の関係 (b) 観測所数と流域平均24時間雨量の関係 

図-2. 観測所数と流域平均2日雨量・流域平均24時間雨量の関係 

  
図-3. 10地点の地上雨量観測所から求めた流

域平均24時間雨量がはずれ値を示す例 

24時間雨量が小さい値を示す地上雨量計の支配面積が

大きい.  

図-4. 雨量計1台当たりの支配面積と相対推定

偏差の関係 (橋本ら2)によりまとめられた図に著

者らの2事例のデータを追加したものである. ) 

 


